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１ 令和６年度基準改正事項（福祉用具貸与・特定福祉用具販売）  

福祉用具貸与・特定福祉用具販売に係る主な基準の改正事項を掲載します。各サービスに

共通する改正事項については別添の「共通説明資料」をご確認ください。 

 

(1) 一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足 

指定福祉用具貸与の具体的取扱方針及び福祉用具貸与計画の作成/指定特定福祉用具販売の具

体的取扱方針及び特定福祉用具販売計画の作成 

・ 対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与・指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、福祉

用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリッ

ト及びデメリット等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければならない。 

  また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の観点から、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けた

指定居宅サービス等の担当者等から聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサ

ービス担当者会議といった多職種による協議の結果を踏まえた対象福祉用具の利用期間の

見通しを勘案するものとする。 

  なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士からのいずれかの

意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法により聴取するものとするが、利用者の安全

の確保や自立を支援する必要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得

ない事情がある場合は、この限りではない。 

【解釈通知抜粋】 



- 2 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) モニタリング実施時期の明確化  

 
  

福祉用具貸与計画の作成 

・ 対象福祉用具に係る指定福祉用具貸与の提供に当たっては、利用開始時から６月以内に少 

なくとも１回モニタリングを行い、福祉用具の利用の必要性を確認するとともに、必要に応

じて、利用者の選択に当たって必要な情報の提供を行う。当該検討に当たっては、リハビリ

テーション会議又はサービス担当者会議といった多職種が協議する場を活用するほか、関係

者への聴取による方法も考えられる。なお、やむを得ない事情により利用開始時から６月以

内にモニタリングを実施できなかった場合については、実施が可能となった時点において、

可能な限り速やかにモニタリングを実施するものとする。 

特定福祉用具販売計画の作成 

・ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該計画の作成後、少な

くとも１回、当該計画に記載した目標の達成状況の確認を行うものとする。なお、目標の達

成状況の確認方法は、訪問に限らず、本人や関係者へのテレビ電話装置等の活用による聴取

等も含まれるものとし、テレビ電話装置等の活用に際しては、個人情報保護委員会・厚生労

働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守するものとする。 

【解釈通知抜粋】 



- 3 - 
 

(3) モニタリング結果の記録及び介護支援専門員への交付  

 
  
補足 

福祉用具貸与計画の作成 

・ 福祉用具専門相談員に対して、福祉用具貸与計画に記載した時期にモニタリングを行うと

ともに、その際、居宅サービスの提供状況等について記録し、その記録を居宅介護支援事業

者に報告することを義務づけるものである。当該報告は、居宅介護支援事業者において、福

祉用具貸与が居宅介護サービス計画に即して適切に提供されているかどうか、また、当該福

祉用具貸与計画策定時からの利用者の身体の状況等の変化を踏まえ、利用中の福祉用具が適

切かどうかなどを確認するために行うものである。福祉用具専門相談員は、当該モニタリン

グの結果により、解決すべき課題の変化が認められるなどの場合においては、当該居宅介護

支援事業者とも相談の上、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を行うこと。 

【解釈通知抜粋】 
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(4) 福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会を踏まえた対応  
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２ 運営指導における指摘事例  

本市で実施した運営指導の際に、改善指導事項として指摘した事例を掲載します。事業

所において、類似の事例がないかご確認いただくとともに、介護保険制度の理解やサービ

スの質の向上のためにご活用ください。 
 

 

事例 運営指導において確認された具体的な不適切な事例 

指摘 運営指導の結果として指摘した事項 

○指摘事項の補足等 
 

 

(1) 心身の状況の把握  

事例 
サービス担当者会議の記録を作成しておらず、介護支援専門員から「サービス担当者

会議の要点」が交付された場合のみ保管している。 

指摘 
サービス担当者会議に出席した場合は、出席者名、開催日時、開催場所及び検討内容

がわかるよう記録してください。  

○介護支援専門員には、「サービス担当者会議の要点」を各サービス担当者へ交付する義務は

ありません。「サービス担当者会議の要点」の交付を受けない場合は、事業所として記録を作

成する必要があります。 

 

(2) サービス提供の記録  

事例 
福祉用具の納品等により居宅を訪問し利用者に説明しているにもかかわらず、サービ

ス提供の記録がなかった。 

指摘 
指定（介護予防）福祉用具貸与を提供した際には、提供日、提供した具体的なサービ

スの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録してください。 

 

(3) 利用料等の受領  

事例 
利用料の支払いで、口座振替を利用している利用者について、領収証の交付を行って

いなかった。 

指摘 
指定(介護予防）福祉用具貸与のサービス提供に要した費用について、支払いを受け

た際は、領収証を交付してください。 

 

(4) 秘密保持等  

事例 
利用者家族の個人情報を用いることの同意について、当該家族の同意を文書により

得ていなかった。 

指摘 
サービス担当者会議等において、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の

同意をあらかじめ文書により明確に得てください。 

 

(5) 指定福祉用具貸与の具体的取扱方針 

事例 複数の福祉用具に関する情報を利用者に提供していなかった。 

指摘 
指定（介護予防）福祉用具貸与の提供に当たっては、同一種目における機能又は価格

帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を利用者に提供してください。 

【指摘事例の見方】 
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(6) 福祉用具貸与計画の作成・特定福祉用具販売計画の作成 

事例 計画書について利用者の基本情報の記載がなかった。 

指摘 

福祉用具貸与計画（特定福祉用具販売）は、利用者の心身の状況及びその置かれてい

る環境を踏まえて作成しなければならないことから、利用者の基本情報（身体状況、

介護環境等）を含めた計画を作成してください。 

 

 


